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文部科学省（2020年2月）
国際研究交流の概況（平成30年度の状況）より

※ 本調査では、1か月（30日）以内を短期とし、1か月（30日）を
超える期間を中・長期としている。

※ 派遣研究者数については、平成19年度以前の調査ではポ
スドク・特別研究員等を対象に含めるかどうか明確ではな
かったが、平成20年度調査からポスドクを、平成22年度調
査からポスドク・特別研究員等を対象に含めている。

※ 平成23、24年度の中・長期派遣者数の増加要因については、
「組織的な若手研究者等海外派遣プログラム」（日本学術振
興会）による中・長期海外派遣実績の影響が大きい。
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■ 海外への派遣研究者数
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文部科学省（2020年2月）
国際研究交流の概況（平成30年度の状況）より

※ 本調査では、1か月（30日）以内を短期とし、1か月（30日）を超える期間
を中・長期としている。

※ 短期の場合、平成21年度まで増加傾向であったところ、東日本大震災
等の影響により平成23 年度にかけて減少したが、その後の4 年間で回
復し、近年はおおむね同水準で推移している。

※ 受入れ研究者数については、平成21年度以前の調査ではポスドク・特
別研究員等を対象に含めるかどうか明確ではなかったが、平成22年度
調査から対象に含めている。

※ 平成25年度調査から、受入れ外国人研究者の定義を変更（同じ年度内
に同一研究者を複数機関で受け入れた場合の重複を排除）している。

■ 海外からの受入れ研究者数
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■ 文部科学省 第10期国際戦略委員会（第1回）（2019年3月）
科学技術・学術政策局資料より
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青枠は事務局にて付記。次スライド以降で紹介。
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■ 日本学術振興会 ホームページ
事業のご案内ページより
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橙枠と赤枠は事務局にて付記。
橙枠が国際交流関連事業。
赤枠を次スライド以降で紹介。
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■ 日本学術振興会 海外特別研究員
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文部科学省 第10期国際戦略委員会（第1回）（2019年3月）
日本学術振興会資料より
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■ 日本学術振興会 海外特別研究員
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日本学術振興会 ホームページ
海外特別研究員－申請・採用状況ページより
赤枠は事務局にて付記。



7文部科学省 第10期国際戦略委員会（第1回）（2019年3月）
科学技術振興機構資料より

■ 科学技術振興機構（JST） 戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）
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科学技術振興機構（JST） ホームページ
戦略的国際共同研究プログラム－研究交流実績ページより
研究分野における項目は左がプロジェクト名、右上が日本側研究代
表者、右下が相手国側研究代表者を示している。

①二国間協力（進行中及び過去のプロジェクトとして掲載されている約500件（前身の研究プログラムSICPを含む）のうち、以下がある）（1/2）
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■ 科学技術振興機構（JST） 戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）
セキュリティ研究に関連すると考えられるプロジェクトのみ事務局にて抜粋。

（アメリカ）
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科学技術振興機構（JST） ホームページ
戦略的国際共同研究プログラム－研究交流実績ページより
各研究分野・研究拠点における項目は左がプロジェクト名、右上が
日本側研究代表者、右下が相手国側研究代表者を示している。

①二国間協力（進行中及び過去のプロジェクトとして掲載されている約500件（前身の研究プログラムSICPを含む）のうち、以下がある）（2/2）

③国際共同研究拠点（3か国・地域15件中、インドは情報・通信技術を対象としており、3件中、以下はそのうちの1件である）

（フランス） （フランス）

（インド）
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■ 科学技術振興機構（JST） 戦略的国際共同研究プログラム（SICORP）
セキュリティ研究に関連すると考えられるプロジェクトのみ事務局にて抜粋。



10情報通信研究機構（NICT） ホームページ
国際交流プログラムの概要より

■ 情報通信研究機構（NICT） 海外研究者個別招へい制度
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11情報通信研究機構（NICT） ホームページ
国際交流プログラム－海外研究者個別招へい実績より

• 令和元年度（実績と予定）: 全5名中2名 • 平成29年度（実績）: 全11名中4名

• 平成30年度（実績）: 全10名中1名

■ 情報通信研究機構（NICT） 海外研究者個別招へい制度
直近3年に招へいされたセキュリティ分野と考えられる海外研究者のみ事務局にて抜粋。
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